




















産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（H29～R1年度：計画作成主体：アルプス地域農業再生協議会） （富山県）

対象品目 ：水稲（産地面積82.3㏊）
主な取組主体：(農)和尚、(農)しただん、

農業者１名
成果目標 ：所得額の10％以上の増加

基準（H28年度） 13,870円/10a
目標（R3年度） 16,072円/10a

導入施設等 ：生産支援事業（リース：(トラクタ、
田植機、コンバイン、乾燥機等))

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①リース支援による初期投資の節減効果

②中心経営体への農地集積が進み、機械
作業の集約化によるコストの削減

【事業実施による間接効果】

①担い手による作付面積が拡大し、生産量
が増加

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

地域の中心的経営体への農地集積を進めているが、既存機械の能力不足により、
作業効率が低下し、コストの増加を招いている。そのため、高性能機械のリース
による導入により作業効率の向上及び経営規模の拡大を図り、収益力の強化を見
込む。

地域における独自の取組

営農対策委員会で、JAアルプス米品質向上大作戦等
の活動により営農指導の見える化を図り、適期で適正
な農薬の使用や異常気象に左右されない土づくり運動
等の取り組みにより品質向上、食の安全・安心に取り組
んでいる。

〈主な取組〉

富山県
立山町
下段地区

【産地の体質強化に向けた方策】
①作業効率の向上及び経営規模の拡大を図るため、リース導入を支援
②中心的経営体の機械作業の集約化
③適期作業及び選別による品質向上

222

767

所得額が222％
増加

（達成率767％）

取組の概要

31,012円/10a

Ｈ28 R3R1 R2

目標値
16,072円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（所得額）

地域の関係者（立山町、アルプス農業協同
組合、農業関係者等）が一体となり、営農対
策委員会を組織し、栽培技術を指導すること
で販売額の増加が図られる。

13,870円/10a

30,754円/10a



産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（H30～R2年度：計画作成主体：アルプス地域農業再生協議会） （富山県）

対象品目 ：水稲（産地面積62㏊）
主な取組主体：(株)ゴールデンアグリ、

(株)稲のいえ、(農)ファームたかた
成果目標 ：所得額の10％以上の増加

基準（H29年度） 15,372円/10a
目標（R4年度） 25,333円/10a

導入施設等 ：生産支援事業（リース：(トラクタ、
田植機、コンバイン、乾燥機等))

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①リース支援による初期投資の節減効果

②中心経営体への農地集積が進み、機械
作業の集約化によるコストの削減

【事業実施による間接効果】

①担い手による作付面積が拡大し、生産量
が増加

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

地域の中心的経営体への農地集積を進めているが、既存機械の能力不足により、
作業効率が低下し、コストの増加を招いている。そのため、高性能機械のリース
による導入により作業効率の向上及び経営規模の拡大を図り、収益力の強化を見
込む。

地域における独自の取組

営農対策委員会で、JAアルプス米品質向上大作戦等
の活動により営農指導の見える化を図り、適期で適正
な農薬の使用や異常気象に左右されない土づくり運動
等の取り組みにより品質向上、食の安全・安心に取り組
んでいる。

〈主な取組〉

富山県
立山町
新川地区

【産地の体質強化に向けた方策】
①作業効率の向上及び経営規模の拡大を図るため、リース導入を支援
②中心的経営体の機械作業の集約化
③適期作業及び選別による品質向上

92

所得額が
159％増加
（達成率92％）

取組の概要

24,514円/10a

Ｈ29 R4R2 R3

目標値
25,333円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（所得額）

地域の関係者（立山町、アルプス農業協同
組合、農業関係者等）が一体となり、営農対
策委員会を組織し、栽培技術を指導すること
で販売額の増加が図られる。

15,372円/10a



産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（平成30年度：計画作成主体：入善町農業再生協議会）（富山県）

対象品目 ：水稲（産地面積：1,315ha）
（うち輸出用米： 34ha）

主な取組主体：ＪＡみな穂
成果目標 ：輸出向け出荷量の10％以上の増加

基準（H28年度）191ｔ
目標（R２年度）345ｔ

導入施設等 ：整備事業（乾燥調製施設）
（乾燥機、貯留タンク、色彩選別機 等）

ポイント

事業効果

【事業実施による直接効果】

①乾燥機、色彩選別機等の整備により、高品質
な輸出用米の出荷量の増大（均質化、フレコ
ン出荷対応）

②共同利用施設の利用により、輸出用米等の
生産コストの縮減

【事業実施による間接効果】
①担い手の施設利用による過剰投資の回避と
経営規模の拡大
②「みな穂米」のイメージ向上

推進体制

地域における独自の取組

・輸出用米の販路拡大に向けたＰＲ活動

・輸出用米、米粉用米、備蓄米のプール計算方式の実施

・地域営農とも補償制度を柱とした生産調整の実施

〈主な取組〉

【入善町農業再生協議会】
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

【取組主体：ＪＡみな穂】
①取組計画の作成
②取組実施 等

・新川農林振興センター
（県）
・入善町
・JAみな穂

情報共有

・協議会と取組主体（法人）と
の情報共有（取組状況等）

・行政機関（県、町）及び農協
によるサポート体制

【産地の体質強化に向けた方策】
○ライスセンターの能力増強等を進め、入善町の農地集積率75％を占めている集落営農組織や認定
農業者等の連携を図り、大規模経営体が利用しやすい施設として改善する。

〇また、安全・安心で均一な輸出用米等の新規需要米を大ロットで安定出荷することにより価格の向上
を図る。特に需要増大が期待される中国への輸出用米について、卸業者との連携を強化し、ニーズに
合った商品の供給を図るため、施設利用のメリットを最大限発揮する。

指導・助言

輸出用米の
出荷量が
172%増加
（達成率214%）

取組の概要

520t

191t

Ｈ28
（現状）

Ｒ１Ｈ29 Ｈ30

344t
405t

富山県
入善町

【取組の主題（テーマ）または課題】

〇ＪＡみな穂管内の既存のライスセンター７箇所については、Ｓ45年～Ｓ53年に建設され、既に
40年以上経過しているため、老朽化による施設能力の低下と利用率の低下が懸念されている。

〇また、担い手の経営規模拡大等に伴い、１回当たりの搬入量が増えており、荷受量の増大が
求められている。

○輸出用米を柱とした新規需要米の生産拡大を図るため、高品質で均一な「みな穂米」を安定供
給する拠点施設として、入善町の中心に位置する当該ライスセンターの能力増強が必要となっ
ている。

目標：345t



産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（30年度：計画作成主体：朝日町農業再生協議会） （富山県）

対象品目 ：水稲（産地面積87㏊）
主な取組主体：みな穂農業協同組合
成果目標 ：輸出用米出荷量の10％以上増加

基準（H28年度） 86.9t
目標（R2年度） 255.0t

導入施設等 ：整備事業(乾燥調製施設
(乾燥機、選別機、色彩選別機等))

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

①施設設備導入支援による初期投資の節
減効果
②色彩選別機の利用による品質向上効果

【事業実施による間接効果】

①担い手による作付面積が拡大し、輸出用
米の出荷量が増加
②「みな穂米」のイメージ向上

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

安定して高品質な米であることが海外で評価されていることから、これまで以
上に海外市場への出荷を増加させ、米の需要拡大に努め、シェア拡大に取り組ん
でいく。そのために、乾燥機や色彩選別機を整備することで、高品質な輸出用米
の出荷量の拡大を図る。

地域における独自の取組

・輸出用米の販路拡大に向けたＰＲ活動
・輸出用米、米粉用米、備蓄米のプール計算方式の実施
・地域営農とも補償制度を柱とした生産調整の実施

〈主な取組〉

【産地の体質強化に向けた方策】
①高品質な輸出用米の出荷量を拡大するための施設設備の導入支援
②乾燥機や色彩選別機の整備
③輸出用米の販路拡大に向けたＰＲ活動

207

輸出用米の出荷
量が501％増加
（達成率207％）

取組の概要

86.9t

Ｈ28 R2Ｈ30 R1

167.6t

312.7t
目標値 255t

（基準年） （目標年）
実績値（出荷量）

富山県
朝日町

地域の関係者（県、朝日町、みな穂農業協

同組合、農業関係者等）が一体となり、事業
を推進 435.4t

109.8t

Ｈ29



産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（R1年度：計画作成主体：富山市農業再生協議会） （富山県）

対象品目 ：水稲（産地面積2,018㏊）
主な取組主体：あおば農業協同組合
成果目標 ：輸出向けの年間出荷量10t以上

基準（H30年度） 0t
目標（R3年度） 30t

導入施設等 ：整備事業(色彩選別機、精選設備)

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

①施設設備導入支援による初期投資の節
減効果
②色彩選別機の利用による品質向上効果

【事業実施による間接効果】

①担い手による作付面積が拡大し、輸出用
米の出荷量が増加
②あおば米ブランド価値の維持・向上

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

今後も安定した米生産販売を推進し、生産者所得の向上に向けた取組を進めて
いくためには、輸出用米の取組拡大は必要不可欠である。また、主食用米に加え、
輸出用米のブランド力を高めその取組を計画的拡大し、安定的に進めていくため
には、現在の老朽化したカントリー施設設備では限界がある。そのため、色彩選
別機や精選機を導入し、品質や処理能力を向上・安定させることで、取組を実現
させていく。

地域における独自の取組

成果目標となっている輸出向け出荷量の増加に加えて、
直播面積や密苗面積を増加させるとともに、1等米比率
の向上を目指して取り組んでいる。

〈主な取組〉

【産地の体質強化に向けた方策】
①輸出用米の出荷量を拡大するための施設設備の導入支援
②管内農家への輸出用米への取組拡大を推進

143

輸出用米の
出荷量が増加
（達成率143％）

取組の概要

0t

Ｈ30 R3（見込）R1 R2

21t

目標値 30t

（基準年） （目標年）
実績値（出荷量）

富山県
富山市
婦中、八尾、大沢野

地域の関係者（県、富山市、あおば農業協

同組合、農業関係者等）が一体となり、事業
を推進

43t

55t


